
社福法人等による生計困難者に対する利用者負担額軽減制度の概要

○低所得で生計困難な利用者に対し、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人がその社会的
な役割（社会福祉事業の実施を任務とし、税制優遇措置等を受けている）にかんがみ、利用者負担
を軽減することにより、介護保険サービスの継続的な利用促進を図ることを目的とする。

【法人負担】

利用者が負担する利用料（１割負担、食費、居住費）の１／４（老齢
福祉年金受給者は１／２）を社会福祉法人が負担することにより軽
減。

【公費助成】

社会福祉法人が軽減した軽減総額のうち、利用者が負担すべき利
用料の１％を除いた額の１／２を公費助成する。

事業目的

事業内容 事業の流れ

②確認証
申請

③確認証
発行

社会福祉法人

沖縄県

⑦申請 ⑧補助

各所轄市町村

利用者

①助成
申請

④確認証
提示

⑤軽減額で
サービス提供

①申し出

⑥助成

法人は通常、利用者負担の１/４を軽減

軽減総額１／４（２５％） 　　　３／４（7５％）

法人が本来受領すべき利用者負担

１割負担、食費、居住費 介護給付費

法人負担

１％

公費負担　１／２
利用者負担

法人負担　１／２


